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原 著

自宅から活動拠点までの道路距離が住民主体の介護予防活動への 

参加に影響するか：養父コホート研究
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目的　わが国では住民主体の介護予防活動（通いの場）が推進されており， 介護予防をはじめ孤立

予防や日常生活支援の観点から， 多くの高齢者の参加が望まれている。しかし， 高齢期には

外出範囲が縮小しうるため， 目的地へのアクセスが課題となる。そこで本研究では， 参加の

障壁となり得る地理的要因として自宅から活動拠点までの道路距離に着目し， 行政区（徒歩圏

域）ごとに拠点が整備された地域における住民主体の介護予防活動への参加との関連性を検討

することを目的とした。

方法　兵庫県養父市の65歳以上の全住民（要介護 1 以上を除く）を対象に2017年および2022年に

実施した郵送調査の回答者のうち， 両調査の間に活動拠点が開設された53地区に住む1,396人
を解析対象とした。2022年までの住民主体の介護予防活動への参加を目的変数， 地理情報シ

ステム（GIS）により算出された自宅から活動拠点までの道路距離を説明変数， ベースライン

時点における人口統計学的変数， 社会経済的状況， 健康への関心， 健康状態， 社会的交流，

自動車の利用， 拠点開設年度， および GIS により算出した活動拠点までの平均傾斜角度を共

変量とした修正ポアソン回帰分析を行った。加えて， 制限付き 3 次スプラインを用いて距離

と参加の量反応関係を検討した。

結果　2017年と2022年の間に478人（34.2%）が住民主体の介護予防活動に参加した。多変量調整

の結果， 距離が最も長い群（第 3 三分位：327 m 以上）は， 最も短い群（第 1 三分位：171 m
未満）と比べて参加の Prevalence Ratio (PR) が有意に低かった（PR ＝ 0.66, 95% 信頼区間：

0.55–0.79， P＜0.001）。男女の層別解析では， 女性でのみ距離と参加の間に有意な関連がみら

れた。スプライン解析の結果， 全体としては最短距離を基準とした場合， 参加の PR は距離が

延びるにつれて低下し， おおよそ350 m を超えた地点から有意な低下が認められた。

結論　徒歩圏域ごとに拠点が整備された地域においても， 自宅から活動拠点までの道路距離は介

護予防活動への参加の障壁であり， 拠点の近接配置が参加促進に重要であることが示され

た。道路距離による影響は， 自動車利用の有無にかかわらず認められ， 本研究の知見は， 高

齢者の介護予防活動への参加を支える活動環境整備に向けた科学的根拠として活用できる。

Key words：介護予防， 地理的要因， 道路距離， 参加， 高齢者

日本公衆衛生雑誌 2026; 73（8）: 685–695. doi:10.11236/jph.25-125

Ⅰ 緒 言

わが国の介護保険制度において， 2006年の法改正

により， 介護予防が施策の重要な柱となり， 全国の

自治体で介護予防事業が推進されることとなった。

以降， 要支援・要介護状態になるおそれが高い高齢
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者を抽出し， 機能向上を図るサービスプログラムを

提供する， ハイリスクアプローチを主眼とした施策

（特定高齢者施策）が行われてきた。しかし， プロ

グラム参加者数に課題があったこと等から， 2014年
にポピュレーションアプローチを主眼とした地域づ

くりによる介護予防へと施策転換がなされ， 現在で

は， 住民が主体となって体操や交流等の介護予防活

動を行う， いわゆる「通いの場」の取組が推進され

ている1,2)。

厚生労働省の集計によると，「通いの場」の参加

率全国平均は6.7%（2023年時点）に留まってい

る3)。一方で， 住民主体の介護予防活動は， 参加者

のフレイル・要介護化の予防4～8)， 住民同士の関係

性の構築9,10)， 孤立予防や日常生活支援という観点

から， より多くの高齢者が活動に参加することが望

まれる。そこで， 今後， 効率的に参加者を拡大して

いくには， 参加障壁となる要因を解明することが有

効であると考えられる。

参加障壁となる要因の一つとして， 地理的要因が

挙げられる。これまでに， 自宅から活動拠点までの

道路距離（以下， 道路距離）が住民主体の介護予防

活動への参加（以下， 活動参加）に影響することを

示唆する研究結果が， 複数の研究グループから報告

されている。たとえば， 平井らは， 自宅から介護予

防事業の開催場所として想定される町施設（保健セ

ンター・老人福祉センター等）までの距離が長いほ

ど， その利用が少ないことを報告している11)。さら

に， Soma らは， 道路距離と活動参加との関連性を

検討し， 負の関連性を示している12)。しかし， これ

らの研究は， 自宅から拠点までの距離が数百 m か

ら数 km までと大きくばらつく広域条件下での関連

を検討したものである。そのため， 徒歩圏内に活動

拠点が配置された場合に， 距離が参加行動にどの 
程度影響するかについての知見は十分ではない。 
拠点が近距離に整備された環境でも， わずかな距 
離の違いが活動参加に影響するのかどうかは不明で

ある。

筆者らは， 兵庫県養父市にて， 市と協働し， 高齢

になっても歩いて通える身近な場所（行政区ごと）

に住民主体のフレイル予防教室（通いの場）を設置

する取組を進めてきた4)。この取組により， 養父市

では地域包括ケアの理念に沿って， 住民の多くが徒

歩圏内で活動拠点にアクセスできる理想的な距離環

境が整えられた。こうした理想的な条件下では， 道

路距離の差がわずかであっても， 参加行動に影響が

残るかを検証することが可能である。道路距離と活

動参加の量反応関係に関する知見が蓄積されれば，

「通いの場」への参加促進に向けた拠点配置の計画

において， 有用な基礎資料となることが期待され

る。

そこで本研究では， 徒歩圏域ごとに住民主体の介

護予防活動の拠点が整備された養父市を対象に， 自

宅から活動拠点までの道路距離と， 住民主体の介護

予防活動への参加との関連を検討することを目的と

した。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査対象者
養父コホート研究の2017年と2022年のデータを

用いた。養父コホート研究は， 兵庫県北部の中山間

地域に位置する養父市に在住し， 要介護 1 以上の認

定を受けていない65歳以上の地域住民を対象とした

前向き研究である13)。養父市は総面積422.9 km2， 総

人口約23,000人（2020年国勢調査）， 高齢化率約

40% の自治体であり， 公共交通の利便性が低い一

方， 地域コミュニティの結びつきが比較的強い特徴

をもつ。同コホート研究では， 郵送調査を2012年
に実施して以降， 5 年おきに連続横断調査を実施し

ている。2017年および2022年は， 第 2 回目および

第 3 回目の調査にあたる。

対象者選定の流れを図 1 に示す。2017年に要介護

1 以上の認定者を除く65歳以上の全高齢者7,402人
に郵送にて第 1 回調査の調査票を発送した。6,232
人から有効回答が得られた。そのうち， 2022年の調

査までに死亡， 転出， 要介護認定を受けた1,634人
を除く4,598人に第 2 回調査の調査票を発送し，

3,703人から有効回答を得た。

本研究は前向き研究デザインを採用し， 2017年調

査の情報をベースラインとした分析を行うため，

2017年以降に新規に活動拠点が開設された行政区

の居住者を対象とした。2017～2022年の間に， 住

民主体のフレイル予防教室は53行政区（43拠点）で

順次開設された。2017年・2022年の両調査に回答

した3,703人のうち， これら53行政区に居住する

1,633人を抽出し， 活動参加に関する回答に欠損が

なく， かつ道路距離が算出可能であった1,396人を

最終的な解析対象とした。

2. 養父市における住民主体の介護予防活動
養父市では2014年より， 行政区ごとに住民主体の

フレイル予防教室（「毎日元気にクラス」）を順次開

設している。本事業は， 研修を受けたシルバー人材

センターの会員が仕事として市内の各地に出張し，

運動・栄養・社会プログラムで構成された週 1 回・

60分の教室を一定期間運営し， その後， 地区住民 
による自主運営に移行する仕組みで実施されてい

る 4,5,14,15)。2022年までに154行政区中100行政区
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（64%）で順次活動が開始され， すべて地区住民に

よる自主運営で継続されている。

3. 調査項目
1) 住民主体の介護予防活動への参加有無

2022年の調査にて「『毎日元気にクラス』に参加

していますか。」と尋ね， 回答は「参加したことは

ない」「以前は参加したが今はしていない」「時々参

加している」「定期的に参加している」で求めた。

活動への参加経験の有無を捉える目的から， 主解

析では「参加したことはない」を参加なし， それ以

外を参加ありとして分類した。しかし， この分類で

は， 以前は参加していたが現在は参加していない

（離脱）者が参加ありに含まれることから， 感度分

析では「以前は参加したが今はしていない」を過去

参加，「時々参加している」「定期的に参加してい

る」を現在参加として再分類した。

2) 活動拠点までの道路距離

対象者の自宅住所については， Zmap TOWN II
（2022年度 Shape 版）兵庫県データセット（ゼンリ

ン）に含まれる住所情報および緯度経度情報を用い

て， 地理情報システム GIS データ（ポイントデー

タ）へ変換した。具体的な手順としては， 住所情報

をキーに対象者の住所データと Zmap データを結合

し， 座標を割り出した。特定されなかった位置情報

については， Google マップ等で座標を調べ補完し

た。

道路距離は， 拡張版全国デジタル道路地図デー 
タベース2022年版（住友電工）を基に， ArcGIS  
Pro（Environmental Systems Research Institute, Inc.,  
Redlands, CA, USA；バージョン 3.3.0）およびその

拡張機能である Network Analyst を用いて， 各参加

者の自宅から活動拠点までの最短経路距離を算出し

た。なお， 各行政区には原則として活動拠点が 1 か

所設置されているが， 小規模な行政区においては隣

接する行政区と合同で広域的に 1 か所の拠点を設置

している場合もある。今回の分析対象の全53行政区

のうち22.6% が合同で拠点を設置しており， 合同拠

点は全43拠点の4.6% を占めている。本研究では，

参加者は所属する行政区（または合同行政区）の拠

点に通うことを前提として道路距離を算出した。区

図 1 分析対象者選定のフロー
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外の拠点に通う例は少なく， 分析上の前提として影

響は限定的であると考えられる。

道路距離の中央値は242 m， 四分位範囲は136–
372 m であった。距離分布に基づき， 第 1 三分位点

（171 m）および第 2 三分位点（327 m）を区切りと

して，「171 m 未満」「171 m 以上327 m 未満」「327 m
以上」の 3 区分とし，「171 m 未満」を基準群とし

た。各カテゴリーの実測距離範囲は， それぞれ

2 m～170 m， 171 m～326 m， 327 m～4,422 m で

あった。

3) 共変量

拠点開設年度に加え， ベースライン時点における

人口統計学的変数（性別， 年齢， 家族構成）， 社会

経済的状況（暮らし向き， 教育年数， 就労）， 健康

への関心， 健康状態（フレイル， 併存疾患， 抑う

つ）， 社会的交流（地域活動， 趣味活動への参加有

無）， 自動車の利用（自分で運転， 他者の運転）を

共変量とした。また， 地理情報システム（GIS）を

用いて算出した自宅から活動拠点までの平均傾斜角

度も共変量とした。

（1）人口統計学変数および社会経済的変数

性別， 年齢についての情報は養父市より提供を受

けた。家族構成は一人暮らしか否かについて尋ね

た。暮らし向きは「1＝ゆとりがある」から「5＝

ゆとりがない」までの 5 件法で尋ね， 1 または 2 を

暮らし向き良好とした。教育年数は，「6 年未満」

「6～9 年」「10～12年」「13年以上」「回答を控えた

い」を回答の選択肢とし，「13年未満」「13年以上」

に分類した。現在の就労状況については，「現在収

入のある仕事をしていますか。」と尋ね，「はい」ま

たは「いいえ」で回答を得た。

（2）健康への関心および健康状態

健康への関心は， 老研式活動能力指標16) の 1 項

目である「健康についての記事や番組に関心があり

ますか」という設問に対して，「はい」または「い

いえ」で回答を得た。

フレイルの評価には介護予防チェックリスト

（0–15点）を用い， 合計得点が 4 点以上の者をフレ

イルと判定した17)。欠損値のある項目については，

既報18) の手法に従い， 各項目に0.5点を付与した上

で合計点を算出し， 小数点以下を切り捨てて評価し

た。併存疾患については， 簡便な指標として簡易フ

レイル（FRAIL）質問票の『 5 つより多い種類の病

気にかかっていますか』を用いて評価した。抑うつ

は老年期うつ病評価尺度（Geriatric depression scale 
15；GDS15）を用いて評価し， 5 点以上を抑うつ傾

向ありとした19)。

（3）社会的交流および自動車の利用

地域活動は区や町内会および老人クラブの活動に

ついて， 趣味活動は趣味・スポーツ・学習のサーク

ルや団体について， それぞれ「 1＝ほとんど参加し

たことがない/入っていない」「 2＝この 1 年間は参

加していない」「 3＝たまに参加している」「 4＝よ

く参加している」を回答の選択肢とし， 1 または 2
を参加なし， 3 または 4 を参加ありとした。

利用可能な移動手段については，「自家用車（自

分で運転）」または「自家用車（家族や知り合いの

運転）」を概ね週 1 回以上利用する場合を， それぞ

れ「自動車の利用あり（自分で運転）」「自動車の利

用あり（他者の運転）」と定義した。なお， 質問紙

では「自家用車」と表記しているが， 本文中では用

語の統一を図るため「自動車」と記載している。

解析モデルでは， これら 2 種類の自動車利用をそ

れぞれ個別の変数として調整した。自動車利用に限

定した理由は， 活動参加時の移動手段の分布を確認

した結果， 徒歩および自動車以外の移動手段は， 利

用割合も群間差も非常に小さく， 解析モデルへの影

響は小さいと判断したためである（図 S1）。
（4）平均傾斜角度

自宅から拠点までの平均傾斜角度は基盤地図情 
報（国土地理院）から得られる数値標高モデルを 
基に， ArcGIS Pro およびその拡張機能である3D 
Analyst を用いて算出した。

4) 介護予防活動参加時の主な移動手段

解析モデルで使用する共変量とは別に， 補足情報

として， 2022年調査にて，「毎日元気にクラス」参

加時の主な移動手段（徒歩， 自動車（自分の運転），

自動車（他者の運転）， 自転車， その他）について

も収集した。

4. 統計解析
活動参加の有無を目的変数， 道路距離を説明変数

として， 修正ポアソン回帰分析を行い， 参加の

Prevalence Ratio（PR）および95% 信頼区間（Confi-
dence Interval: CI）を算出した。Model 1 では拠点

開設年度， 人口統計学的変数， 社会経済的状況， 健

康への関心， 健康状態， 社会的交流， 平均傾斜角度

を調整した。Model 2 では Model 1 に加え， 自動

車の利用を調整した。主解析では共変量の欠損値を

「欠損」として分類し， 解析モデルに組み入れた。

感度分析として， 多重代入法により欠損値を補完し

た20セットのデータを用いて同様の解析を行っ

た。また， 過去参加および現在参加をアウトカムと

し， 参加なしを参照カテゴリとする多項ロジス

ティック回帰分析を実施し， 距離との関連の頑健性

を確認した。なお， 高齢者の社会的・余暇的活動へ
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の参加には性差があることが報告されていることか

ら20)， すべての解析で性別による層別解析を行っ

た。

Model 2 において， 制限付き三次スプラインコマ

ンド（Stata の mkspline， levelsof， xblc）を使用し

て， 道路距離と活動参加の量反応曲線を描いた。

ノットの位置は 3 点（第10， 50， 90パーセンタイ

ル）， 4 点（第 5， 35， 65， 95パーセンタイル）， 5
点（第 5， 27.5， 50， 72.5， 95パーセンタイル）の

3 通りで検討し， 赤池情報量規準（AIC）が最も低

かったモデルを最終モデルとして採用した21)。基準

値は観察された道路距離の最小値とした。

統 計 解 析 は Stata version 18.0（StataCorp LLC., 
Texas, USA）を用いて行い， 有意水準は 5 %とした。

5. 倫理的配慮
調査対象者には， 調査の目的や個人情報の保護や

同意の撤回について書面で説明した。そのうえで，

2017年調査では， 当時の倫理指針に基づき質問票

の返送をもって研究利用への同意とみなした。一

方， 2022年度調査では， 倫理指針の改定に伴い， 質

問票に同意確認用のチェックボックスを設け， 明示

的に同意の意思を確認した。なお， 本研究は東京都

健康長寿医療センター研究部門倫理審査委員会の承

認を得て実施された（2017年 6 月12日承認：承認番

号 K12，2022年 6 月 9 日承認：承認番号 R22-011）。

Ⅲ 研 究 結 果

解析対象者のうち， 男性115人（18.2%）， 女性

363人（47.5%）の計478人（34.2%）が住民主体の

介護予防活動に参加した。なお， 解析対象者の

1,212人（86.8%）は， 自宅から活動拠点まで500 m
の圏域内に所在していた。表 1 に距離のカテゴリー

別にみた解析対象者の特徴を， 図 S1に活動参加時

の移動手段を示す。どの距離カテゴリーにおいても

徒歩が主要な移動手段であったが， 第 3 三分位群で

は他群と比較して徒歩の割合が低く， 自動車の割合

が高かった。

道路距離と活動参加の関連を検討した結果を表 2
に示す。未調整モデルでは， 第 1 三分位群（171 m
未満）を基準とした場合， 第 2 三分位群（171–
327 m 未満）では参加の PR に有意な差は認められ

なかった（PR＝0.91， 95% CI: 0.77–1.07）。一方，

第 3 三分位群（327 m 以上）では有意に PR が低く

（PR＝0.64， 95% CI: 0.53–0.77）， 距離の増加に伴い

活動参加が抑制される傾向が示された。これらの傾

向は， 多変量調整を行った Model 1， および自動車

の利用有無を追加調整した Model 2 においても一

貫して認められた。

感度分析として参加状況を「過去参加」と「現在

参加」に再分類し， これらを個別のアウトカムとし

て距離との関連を多項ロジスティック回帰により評

価した。その結果， 第 3 三分位群では， 過去参加

（Odds Ratio＝0.64, 95% CI：0.42–0.98）および現在参

加（Odds Ratio＝0.34, 95% CI：0.22–0.51）のいずれ

においてもオッズ比は 1 未満であり， 主解析と同様

に距離の増加に伴う参加抑制の傾向が確認された。

層別解析の結果， 女性でのみ道路距離と参加の間

に有意な関連が認められた。いずれのモデルにおい

ても道路距離が最も長い第 3 三分位（327 m 以上）

で参加率が有意に低く， Model 2 では PR＝0.62
（95% CI: 0.51–0.77）であった。なお， 多重代入に

より欠損値を補完した感度分析の結果も， 主解析の

結果と同様の傾向を示した（表 S1）。
図 2 に， Model 2 における道路距離と参加の量反

応曲線を示す。対象者全体でみると（図 2-A）， 最

も距離が短い場合（基準）と比較して， 距離の増加

に伴って PR は減少する傾向がみられ， とくに約

350 m を超えたあたりから有意な低下が認められ

た。男女別にみると， 男性では女性に比べて距離の

増加に伴う PR の低下が緩やかであった（図 2-B）。
一方， 女性では量反応曲線の傾向は対象者全体の結

果と類似し， 距離が長くなるにつれ， 参加の PR が

統計的に有意に低下した（図 2-C）。

Ⅳ 考 察

本研究では， 地理的要因の中でも道路距離に着目

し， 活動参加との関連性を検討した。その結果， 解

析対象者の大多数が自宅から500 m 圏内の活動拠点

へアクセス可能という， 地域包括ケアの理念に沿っ

た“ほぼ理想的なアクセス環境”においても， 道路

距離が長くなるほど参加の PR が低下することが示

された。さらに， 自動車利用の有無を調整したモデ

ル（Model 2）でも結果はほぼ同様であり， 距離の

影響は自動車利用に依存せず， 一貫して観察され

た。すなわち， 車に頼れない人だけでなく， 利用可

能な高齢者にとっても距離の影響は明確であり， 本

研究の重要な示唆となる。

加えて， 感度分析として参加状況を「過去参加」

と「現在参加」に再分類して解析したところ， 距離

が長いほど参加が抑制される方向性は主解析と同様

であった。これは， 主解析で用いた二値化分類の妥

当性を支持するものである。一方で， とくに現在参

加において関連がより明確であった。この背景とし

ては， 過去参加には病気や生活環境の変化など， 距

離とは無関係の要因の影響が含まれる可能性がある

一方， 現在参加では距離の影響がより直接的に反映
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表 1 対象者の特性

第 1 三分位群 第 2 三分位群 第 3 三分位群

171 m 未満 171–327 m 未満 327 m 以上

n ＝ 458 n ＝ 493 n ＝ 445

性別 男性 206 (45.0) 218 (44.2) 207 (46.5)
女性 252 (55.0) 275 (55.8) 238 (53.5)

年齢 65–74歳 257 (56.1) 279 (56.6) 267 (60.0)
75歳以上 201 (43.9) 214 (43.4) 178 (40.0)

家族構成 独居 56 (12.2) 53 (10.8) 44 (9.9)
同居 389 (84.9) 427 (86.6) 382 (85.8)
欠損 13 (2.8) 13 (2.6) 19 (4.3)

暮らし向き 良好 86 (18.8) 113 (22.9) 86 (19.3)
不良 357 (78.0) 366 (74.2) 339 (76.2)
欠損 15 (3.3) 14 (2.8) 20 (4.5)

教育年数 13年未満 335 (73.1) 379 (76.9) 332 (74.6)
13年以上 91 (19.9) 89 (18.1) 80 (18.0)
欠損 32 (7.0) 25 (5.1) 33 (7.4)

就労状況 就労あり 154 (33.6) 163 (33.1) 136 (30.6)
就労なし 300 (65.5) 328 (66.5) 305 (68.5)
欠損 4 (0.9) 2 (0.4) 4 (0.9)

健康への関心 あり 420 (91.7) 446 (90.5) 409 (6.7)
なし 32 (7.0) 40 (8.1) 30 (6.7)
欠損 6 (1.3) 7 (1.4) 6 (1.4)

フレイル あり 69 (15.1) 83 (16.8) 65 (14.6)
なし 389 (84.9) 410 (83.2) 380 (85.4)

併存疾患 あり 23 (5.0) 22 (4.5) 19 (4.3)
なし 416 (90.8) 454 (92.1) 411 (92.4)
欠損 19 (4.2) 17 (3.5) 15 (3.4)

抑うつ傾向 あり 102 (22.3) 126 (25.6) 116 (26.1)
なし 277 (60.5) 297 (60.2) 265 (59.6)
欠損 79 (17.3) 70 (14.2) 64 (14.4)

地域活動への参加 あり 370 (80.8) 391 (79.3) 353 (79.3)
なし 78 (17.0) 91 (18.5) 82 (18.4)
欠損 10 (2.2) 11 (2.2) 10 (2.3)

趣味活動への参加 参加あり 182 (39.7) 171 (34.7) 144 (32.4)
参加なし 267 (58.3) 310 (62.9) 288 (64.7)
欠損 9 (2.0) 12 (2.4) 13 (2.9)

自動車の利用 あり 337 (73.6) 335 (72.0) 315 (70.8)
（自分の運転） なし 117 (25.6) 131 (26.6) 124 (27.9)

欠損 4 (0.9) 7 (1.4) 6 (1.4)

自動車の利用 あり 111 (24.2) 110 (22.3) 89 (20.0)
（他者の運転） なし 343 (74.9) 376 (76.3) 350 (78.7)

欠損 4 (0.9) 7 (1.4) 6 (1.4)

拠点までの平均傾斜角度 4.1 3.2 3.8 2.3 4.1 2.5

カテゴリー変数は n および（%）， 連続変数は平均値および標準偏差を示す。
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されやすいためと考えられる。

先行研究においても， 活動参加の前段である活動

認知との関連22) や， 活動拠点として想定される町

施設までの距離とその利用との関連11) など， 道路

距離と活動参加の関連を示唆する研究成果は複数報

告されている。しかし， 道路距離と活動参加の関連

を直接的に検討したものは限られており， Soma
ら12) による 1 自治体（地方都市である茨城県笠間

市）を対象とした研究が報告されているのみであっ

た。本研究では， 男女別に距離をカテゴリーおよび

連続量として分析した結果， いずれにおいても女性

でのみ道路距離と活動参加との間に有意な負の関連

が認められ， この点において Soma らの報告と一致

していた。なお， Soma らの研究では活動拠点まで

の道路距離の中央値は約900 m（四分位範囲：約

450–2,000 m）と広くばらつく条件であったのに対

し， 本研究では約242 m（136–372 m）と， 徒歩圏

内に比較的均質に拠点が整備された環境であった。

このように距離分布が異なる集団でも， 女性では距

離と参加の関係は距離分布の違いに左右されず一貫

していることが示された。一方で， 男性では距離と

参加との関連に有意差が認められなかったが， その

背景には男性における参加者数（アウトカム発生

数）が少なく， 統計的検出力が不十分であった可能

性が考えられる。

連続量としての距離と参加との関連を示したスプ

ライン曲線においては相違点もみられた。すなわ

ち， Soma らの研究では基準値（最短距離群）から

直ちに有意差が生じていたのに対し， 本研究ではお

おむね350 m を超えたあたりから有意な負の関連が

認められた。これは， 前述のように両研究における

距離分布の特性が異なることを反映しており， 本研

究のように距離が比較的近距離に集中した集団で

は， 一定距離を超えた段階で参加への影響が顕著と

なる可能性を示唆するものである。

徒歩圏（Walkable distance）は， 個人の体力， 地

形， 移動の目的等によって異なるが， 一般的には

400～800 m 程度と考えられており23)， 都市計画で

はこの基準が広く採用されている。約350 m を超え

たあたりから有意に参加の PR が低下したという本

研究の結果は， これらの既存の基準と概ね一致する

ことが確認された。活動拠点までの距離がこの範囲

を超えると， 移動に負担を感じたり， 日常的な活動

の範囲外と認識されることにより， 参加意欲が低下

し， 参加行動が抑制されると考えられる。

本研究の結果は， 理想的なアクセシビリティが整

えられた地域においても， 道路距離が活動参加に大

きな影響を与えることを示した。このことは， 距離

を考慮した徒歩圏内の拠点配置が， 高齢者の参加促

進につながる可能性があることを示唆している。一

方で， 多くの自治体では， 地理的条件や財源， 人材

確保などの制約から， 徒歩圏域ごとに拠点を整備す

ることは必ずしも現実的ではない。したがって， 本

研究の知見は， 限られた資源の中で拠点配置の優先

度を判断したり， 距離の不利を補う施策（巡回開

催， サテライト開催， 送迎支援など）の投入場所を

表 2 自宅から活動拠点までの道路距離と住民主体の介護予防活動への参加

n 参加者数
未調整 Model 1 Model 2

  PR (95%CI) PR (95%CI) PR (95%CI)

全体 (n ＝ 1,396)
第 1 三分位群（171 m 未満） 458 184 基準 基準 基準

第 2 三分位群（171–327 m 未満） 493 180 0.91 (0.77–1.07) 0.96 (0.82–1.12) 0.96 (0.82–1.11)
第 3 三分位群（327 m 以上） 445 114 0.64 (0.53–0.77) 0.66 (0.55–0.79) 0.66 (0.55–0.79)
男性 (n ＝ 631)
第 1 三分位群（171 m 未満） 206 46 基準 基準 基準

第 2 三分位群（171–327 m 未満） 218 35 0.72 (0.48–1.07) 0.78 (0.53–1.17) 0.78 (0.52–1.15)
第 3 三分位群（327 m 以上） 207 34 0.74 (0.49–1.10) 0.73 (0.49–1.08) 0.72 (0.49–1.07)
女性 (n ＝ 765)
第 1 三分位群（171 m 未満） 252 138 基準 基準 基準

第 2 三分位群（171–327 m 未満） 275 145 0.96 (0.82–1.13) 1.01 (0.87–1.18) 1.02 (0.87–1.19)
第 3 三分位群（327 m 以上） 238 80 0.61 (0.50–0.76) 0.62 (0.51–0.77) 0.62 (0.51–0.77)

PR：有病率比， CI：信頼区間
Model 1：拠点開設年度， 性別， 年齢， 暮らし向き， 教育年数， 就労， 健康への関心， フレイル， 併存疾患， 抑う
つ， 地域活動への参加， 趣味活動への参加， 平均傾斜角度を調整
Model 2：さらに自動車の利用を調整
層別分析では性別をモデルから除外した。
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図 2 自宅から活動拠点までの距離と住民主体の介護予防活動への参加との量反応関係（A：全体， B：男性， C：

女性）
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決める際の基礎資料として活用できる。具体例とし

て， 本研究では， 道路距離が500 m では参加 PR が

約25% 低下し， 1,000 m では約50% 低下することが

明らかとなった。これらの距離指標は， 拠点配置や

代替的な参加支援策を検討する際の参考となる。

本研究の長所は， コホート研究のデザインを採用

し， 活動が開始される前のベースライン時点におけ

る個人的要因を調整している点にある。これに対

し， 過去の研究はすべて横断研究であり， 前向き研

究デザインによる検証が求められていた。本研究で

は前向き研究デザインを用いることで， 交絡因子の

影響を抑えながら， 横断研究と比較して因果関係に

近い形で， 距離と活動参加の関連をより明確に示す

ことができた。一方， 本研究にはいくつかの限界点

もある。第一に， 前述のとおり養父市では行政区単

位で活動を行うという拠点開設戦略をとっており，

約 9 割の高齢者が自宅から500 m 圏内の活動拠点に

アクセスできる環境が整備されている。このことに

より， 養父市は住民主体の介護予防活動への参加率

が全国平均より高い地域特性を有している4)。した

がって， 本研究で観察された活動参加率の水準や距

離との関連性は， 参加が比較的活発な地域に特有の

傾向を反映している可能性がある。このような高密

度の拠点配置は他自治体では一般的ではなく， 1 つ

の拠点が広範囲をカバーする自治体も少なくないと

考えられる。したがって， 本研究結果をそのまま他

地域に適用するには慎重な検討が必要である。第二

に， 養父市は中山間地域に属しており， 道路距離と

活動参加の関連は， 地形や交通条件が大きく異なる

都市部とは異なる可能性がある。都市部では， 公共

交通機関が発達しているほか， 地形の起伏が少な

く， 景観や街並みも中山間地域とは異なるため， 同

じ距離であっても移動のしやすさや心理的負担が異

なる可能性がある。したがって， 本研究で示された

「距離が長いほど参加が減少する」という傾向は，

都市部の高齢者にそのまま当てはまるとは限らず，

地域特性を考慮した解釈が必要である。今後， 都市

部における検証が望まれる。第三に， 介護予防活動

への参加有無が自己報告に基づくため， 誤分類が生

じている可能性がある。このことにより， 結果にバ

イアスが生じている可能性がある。第四に， 距離の

測定には客観的方法（GIS）を用いたが， 実際の移

動経路や地形的条件を完全に反映しているとは限ら

ず， 実際のアクセス性との乖離がある可能性があ

る。以上の限界点はあるものの， 本研究は， 活動の

拠点配置や参加支援策の設計に重要な示唆を与えて

いる。

Ⅴ 結 語

徒歩圏域ごとに拠点が整備された理想的な環境下

においてもなお， 道路距離の長さが活動参加への障

壁の一つであり， 拠点の近接配置が参加促進の鍵で

あることが示された。また， 自動車利用の有無にか

かわらず影響が認められたことから， 距離バリアの

軽減は高齢者全般の参加を支える重要な要素と言え

る。本研究の知見は， 今後の地域包括ケアにおける

通いの場の配置計画や， 高齢者の介護予防活動への

参加を支える活動環境整備に向けた科学的根拠とし

て活用できる。

調査実施にあたり多大なるご協力を賜りました養父市

健康福祉部の皆様， 並びに活動拠点の情報をご提供いた

だきました養父市シルバー人材センターの小畑美由紀
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Influence of road distance from home to activity hubs on participation  
in resident-led preventive care activities: The Yabu Cohort Study

Yu NOFUJI*, Takayuki UENO*, Kaito IWAMOTO2*, Satoshi SEINO*,3*, Yuri YOKOYAMA*,  
Takumi ABE*,4*, Yuka YOSHIDA5*, Tomomi MORI5*, Masaya UESUGI2*, Kenji NARAZAKI2*,  

Shoji SHINKAI6*, Yoshinori FUJIWARA* and Hiroshi MURAYAMA*

Key words : care prevention, geographic factor, road distance, participation, older adults

Objectives　 In Japan, resident-led prevention care activities (Kayoi-no-ba) are promoted, and many older individ-
uals are expected to participate in these activities to prevent isolation and declining functional disability 
and support their daily lives. However, as older adults’ travel ranges reduce with age, access to activity 
hubs is a barrier to participation. This study aimed to examine the association between road distance 
from home to activity hubs and participation in resident-led preventive care activities in locations in 
which hubs were established within walking distance in each administrative district.

Methods　Mail surveys were sent in 2017 and 2022 to individuals aged ≥65 years in Yabu City, Hyogo Prefecture, 
Japan. Of the respondents, the analysis included 1,369 individuals living in 53 districts in which activity 
hubs were established in the period between the two surveys. Modified Poisson regression analysis was 
performed with participation in resident-led preventive care activities by 2022 as the objective variable, 
road distance from home to activity hubs calculated using Geographic Information Systems (GIS) as the 
explanatory variable, and baseline demographic variables, socioeconomic status, health concerns, health 
status, social interaction, car use, the year the hub was established, and mean slope angle to the activity 
hub (calculated using GIS) as covariates. Restricted cubic splines were used to examine the dose-re-
sponse relationship between distance and participation.

Results　 In the period between the two surveys, 478 (34.2%) residents participated in the resident-led preven-
tive care activities. Adjusted analyses revealed that participants residing in the highest tertile of road dis-
tance (≥327 m) were less likely to participate in the activities compared to those in the lowest tertile 
(<171 m) (PR =  0.66, 95% CI; 0.55–0.79, P < 0.001). In sex-stratified analyses, distance and partici-
pation were significantly associated only in women. In spline analysis, using the shortest distance as the 
reference, the PR decreased as the distance increased. A statistically significant difference emerged at dis-
tances >350 m.

Conclusions　 Even in areas in which activity hubs were established within walking distance, the road distance 
from home to activity hubs was a barrier to participation in resident-led preventive care activities, and a 
closer hub placement was important for promoting participation. This effect was observed regardless of 
car use. These findings provide scientific evidence to support the development of activity environments 
that enable continued participation among older adults.
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